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Honda 熊本製作所における 

国内工場向けで最大規模のリチウムイオン蓄電池と太陽光発電設備導入について 

 

東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社 

 

東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社（社長：小西 康弘、以下「TGES」）は、このたび、本田技研工業株式会社 

(社長：三部 敏宏、以下「Honda」）と Honda 熊本製作所*1 におけるリチウムイオン蓄電池と太陽光発電の導入事業

（以下「本事業」）の基本合意契約を締結しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事業は、TGES が Honda 熊本製作所に国内の工場向けでは最大規模*2 となるリチウムイオン蓄電池（20MWh）と

太陽光発電設備（屋根置き型 1,200kW・カーポート型 800kW）を、お客さまの初期投資を必要としないエネルギーサー

ビス方式*3 で導入します。また、2021 年 10 月より運用中の太陽光発電設備（屋根置き型 3,800kW）*4 と連携し、

再生可能エネルギーの利用拡大を実現します。休日等、太陽光発電設備の発電量が電力需要を上回る時間帯に蓄電池

を充電し、夜間等に蓄電池から電力を供給することで、再生可能エネルギー由来の電力を無駄なく活用します。あわせて、

TGES が運営する遠隔監視センター*5 から 24 時間 365 日遠隔監視を行い、設備の停止につながる予兆を監視し、予防

保全も迅速に対応することで、設備の安定稼働を図ります。 

2023 年度末までの増設を計画している太陽光発電設備（カーポート型 1,200kW）を含めると太陽光発電設備の容量

が 7,000kW に達し、リチウムイオン蓄電池と組み合わせることで年間約 3,300t の CO2 排出量削減*6 を見込んでいます。 

カーポート型太陽光発電設備設置イメージ 

 

リチウムイオン蓄電池設置イメージ 



 TGES は、自らがユーザーとして蓄積してきた知見と多くのエンジニアリング事業で培ったユーザーズ・ノウハウに基づき、設計施

工・保守管理まで一貫したソリューションを提供しています。これからも、お客さまの様々な課題解決を通じて、レジリエンスの向

上や脱炭素社会の実現に貢献してまいります。 

 

＜TGES による導入設備＞ 

基本合意済 

設備名 機器容量 数量 合計容量 メーカ― 稼働時期 

リチウムイオン蓄電池 2MWh 10 20MWh 株式会社 GS ユアサ 23 年度 

太陽光発電(カーポート型) - - 800kW ネクストエナジー・アンド・リソース株式会社 22 年度 

太陽光発電(屋根置き型) - - 1,200kW 未定 22 年度 

運用中 

設備名 機器容量 数量 合計容量 メーカ― 稼働時期 

太陽光発電(屋根置き型) - - 3,800kW ネクストエナジー・アンド・リソース株式会社 21 年 10 月 

計画中 

設備名 機器容量 数量 合計容量 メーカ― 稼働時期 

太陽光発電(カーポート型) - - 1,200kW - 23 年度 

 

＊1：熊本県菊池郡大津町に立地する Honda の国内事業所としては最大規模の拠点。国内外に向けて二輪車とパワープロダクツ等を

生産。 

＊2：工場敷地内に自家消費のために設置されたリチウムイオン蓄電池の容量としては国内最大規模（GS ユアサ調べ）。 

＊3：太陽光発電設備等のエネルギー機器を TGES がシステム設計、施工、メンテナンス・監視等ワンストップで提供するサービス。 

＊4：TGES がエネルギーサービス方式で導入し運用中。 

Honda 熊本製作所における 3,800kW の自家消費型太陽光発電事業運転開始について（2021 年10 月4 日発表） 

＊5：TGES のエンジニアが CGS、冷凍機、ボイラー等のエネルギー機器の稼働状況を遠隔監視し、故障を未然に防ぐ防保全や運転状

況の分析による省エネ運転支援を支える拠点「ヘリオネットセンター」。 

＊6：CO2 排出係数 0.439kg-CO2/kWh（電事連 2020 年度速報値）で試算。 

 

以上 

https://www.tokyogas-es.co.jp/notice/pdf/20211004-01.pdf
https://www.tokyogas-es.co.jp/notice/pdf/20211004-01.pdf

